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1 　はじめに
1990年代から続く厳しい長期不況や国際競争
の激化に伴い，企業活動のあり方が大きく変化
し，その中で日本企業は人的資源管理において
「成果主義」という短期的かつ個人の成果を重
視する傾向を強めてきた。こうした変化は技術
者の仕事にも影響を与えている。これまで技術
者の仕事，つまり技術開発は成果主義とは馴染
まないと考えられてきた。それは，たとえば，
技術開発にはすぐに成果がでないものがあり，
成果を求めるためにはある程度の期間が必要で
あることがあげられる。しかし，今日の日本企
業を取り巻く厳しい経営環境のもとでは費用と
便益（成果）を考慮し，効率的な技術開発活動
が強く求められてもいる。
こうした時代背景を意識し，本稿では，近
年，進展してきた成果主義が技術者個人の仕事
パフォーマンスにどのような影響を与えている
のかを検討することを主たる目的とする。具体
的に，次節では，アンケート調査の結果を用
い，技術者個人の仕事パフォーマンスをどのよ
うに測るのかを説明し，その状況を概観する。
そして 3 節では，技術者のパフォーマンスに成
果主義がどのように関係するかを説明し，それ
に基づき，データによる実証分析を実施する。
最後に得られた知見をまとめ結語とする。
なお本稿は成果主義と能力開発との関係を検
討した宮本（2009）の発展的一考察である。し
たがって分析上，重複する部分については詳細
な説明を割愛した。
2 　技術者個人の仕事パフォーマンス
最初に，本稿で利用するデータについて簡単
に触れておこう。利用データは，電機連合に
よって2008年 1 月に実施された「高付加価値技
術者のキャリア開発に関する調査」の個票デー
タである。この調査は，一般技術者（技術系組
合員），技術系管理者，そして企業を対象に実
施された。本稿では一般技術者データに企業
データを連結させた個票データを利用する。な
お一般技術者の回答は3,657（回答率81.3％），
そして企業は63（同78.8％）であった。
では本稿における技術者個人の仕事パフォー
マンスを定義しよう。一般的に従業員の業績を
測ることはそれほど容易なことではないが，こ
れまでの先行研究では，技術者のパフォーマン
スを示す指標として「特許出願件数」，「社内技
術報告数（技術報告書執筆，社内発表などの合
計数）」，「社外依頼講演数」および「学会など
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での社外発表数」などの情報が用いられてき
た 1 ）。本稿も先行研究に倣い，2005～2007年の
3 年間における技術開発活動の成果として上記
4 つの情報を利用し，また全ての情報を活用す
るために合成指標を作成した 2 ）。これら情報は
個人の仕事パフォーマンスを客観的に観察でき
ることから，この合成指標を「客観パフォーマ
ンス」と呼ぶことにする。
この指標では，過去 3 年間において上記の 4
つの成果がひとつもあがらなかった技術者は最
小値－0.305をとり，いずれかの成果があがる
と数値が大きくなっていき，パフォーマンスが
高まると解釈する。その分布をみると，成果を
上げていない技術者は37.5％と 3 分の 1 を越
え，また－0.305～ 0 の範囲が44.5％と最大とな
り，その後の範囲では順次割合が低下する（図
1 ）。次に担当職務別の平均値をみると，特に
基盤・応用研究などに従事する技術者の平均値
が高く，次に高い技術・特許管理に従事する技
術者との間にすら統計的に有意な差異が存在す
(316)
図 1　客観パフォーマンスの分布（N＝3577，％）
注：PIは客観パフォーマンスを示す。
表 1　客観パフォーマンスの担当職務別平均値および平均値差異の t 検定
注：＊＊は 1 ％，＊は 5 ％有意水準
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る（表 1 ）。
このように客観パフォーマンスには担当職務
別にかなりの偏りが存在するため，もうひとつ
別の指標を利用して複眼的に仕事パフォーマン
スを検証しよう。先の指標が相対的に客観度の
高いものであることから技術者の主観を取り込
み，かつ担当職務別の差異がより小さいものを
利用したい。こうした条件を考慮すると，技術
者が「自分の能力を発揮できますか」という質
問に対して当てはまり度を 4 段階で回答した結
果が利用できると考えられる。また，「能力を
発揮する」とは，成果を挙げるために行動す
る，つまりはパフォームすることと解釈でき，
その意味において，この能力発揮をパフォーマ
ンスとして採用する（以下では「主観パフォー
マンス」と呼ぶ）。
主観パフォーマンスの現状は客観指標より正
規分布に近く，かつ担当職務別では狙い通り，
偏りが大きく緩和されている（図 2 ，表 2 ）。
(317)
図 2　主観パフォーマンス指標の分布（N＝3641，％）
注：「能力を発揮できる」という状況に対する当てはまりの回答。
　　 1 ＝あてはまらない， 2 ＝あまりあてはまらない， 3 ＝ややあてはまる， 4 ＝あてはまる
表 2　主観パフォーマンスの担当職務別平均値および平均値差異の t 検定
注：＊＊は 1 ％，＊は 5 ％有意水準
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3 　個人の仕事パフォーマンスの決定
3 － 1 　理論的考察
個人の仕事パフォーマンスは，主に，その人
の「モチベーション」や「能力」が影響を及ぼ
すと考えられる。また職種や年齢などの個人属
性によっても異なるであろう。それゆえ以下の
ようなパフォーマンス関数を想定する 3 ）。
仕事パフォーマンス
＝ fp（モチベーション，能力，その他変数）
⑴
では成果主義はこのパフォーマンス関数にど
のように関係してくるのであろうか。実際には
様々な経路を通じて影響を及ぼすと考えられる
が，その主たる経路を企業が成果主義を導入す
る理由から探っていこう（表 3 参照）。労働政
策研究・研修機構（2006）の調査と本稿データ
の結果によると，企業が成果主義を導入した理
由は，前者では，「従業員のやる気を引き出す
ため（77.8％）」，「評価・処遇制度の納得性を
高めるため（59.8％）」そして「従業員個人の
目標を明確にするため（53.6％）」が企業の回
答割合の高かった上位 3 つであり，いずれも従
業員のやる気やモチベーションなどインセン
ティブに関連し，また後者でもほぼ同内容の項
目が上位を占め，成果主義を通じて個人のモチ
ベーションを高めることに重きが置かれている
ことが分かる。つまり⑴式において成果主義は
モチベーションを通じて仕事パフォーマンスを
高めることが想定されていると考えられよう。
すると，成果主義はモチベーションにどのよ
うに影響を及ぼすのであろうか。この点につい
ては，標準的な契約理論に基づく労働意欲の決
定要因分析によると，個人のモチベーション
（労働意欲）は，
モチベーション
＝ fe（機能的条件，制度的条件）　　　　⑵
として決定される 4 ）。ここでの機能的条件と
は職務権限の大きさなど働き方を表し，また制
度的条件とは賃金制度などのあり方を示す。し
たがって成果主義は後者の条件としてモチベー
ションに影響を及ぼすと考えられる。
以上の議論より，⑴，⑵式を利用して成果主
義を含めた仕事パフォーマンス関数を導出する
と，
仕事パフォーマンス
＝ fp（ 成果主義，機能的条件，能力，その
他変数）　　　　　　　　　　　　⑶
と表すことができる。
3 － 2 　数量データによる実証分析
ここでは先に説明したデータベースを利用し
て⑶式によって決定される仕事パフォーマンス
に関する実証分析を行う。では独立変数から説
明していこう 5 ）。まず能力変数は，技術者の職
(318)
表 3　企業が成果主義を導入した理由
注：JILPTは労働政策研究・研修機構（2006）より
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務遂行能力を構成する20項目の保持状況につい
ての回答結果を主成分分析にかけ，抽出された
4 つの特徴を指標化したものである 6 ）。第一の
特徴は「専門的な理論知識」，「独創的発想
力」，「問題解決力」，「問題把握力」および「論
理的思考力」の 5 つの要素によって特徴づけら
れる「知的能力」。次の特徴は「協調性」，「傾
聴力」および「意思疎通力」の 3 要素に特徴づ
けられる「協調的性向」。続いて第三の特徴は
「向上心」，「挑戦意欲」，「持久力」および「責
任感」の 4 要素による「前向き性向」。そして，
最後は「企業戦略との関係意識」，「リーダー
シップ」，「コスト意識」，「顧客意識」，「企画立
案力」，「人材育成意識」および「対外折衝力」
の 0 2 項目が強く寄与する「管理者特性」であ
る。いずれの特徴も主成分スコアが高いほど能
力保有が高いことを意味し，仕事パフォーマン
スに対しては正の効果が期待される。
次に機能的条件であるが，これは様々な観点
から取り上げることが可能であり，本稿では仕
事環境として，リスクを気にせず新しいことに
挑戦できる程度などを指標化した「仕事の自由
度」，また仕事上での問題や悩みを解決するた
めの人的ネットワークの広さを指標化した「相
談ネットワーク」，さらに「仕事とのマッチン
グ」，「配属希望の実現度」といった 4 つを取り
上げる。いずれもより効果的に仕事を行うこと
を促すことから仕事パフォーマンスに対してプ
ラスに働くと考えられる。
次に，成果主義について説明しよう。本稿で
は，成果主義を「個人の仕事の業績を評価項目
に取り入れる制度」と定義し，次の二つの視点
からとらえる。ひとつは，人事制度において企
業が成果主義を導入していると認識しているか
否か，という成果主義の静的状況であり，対象
企業では85.7％が成果主義を導入していた。ま
た，もうひとつは，企業の人事制度における成
果主義化が進展しているのかという動的状況で
ある。より具体的には，過去 5 年間における成
果主義に関連する項目（基本給の個人業績・成
果と職務・役割部分，賞与の個人業績）の変化
であり，近年の成果主義化の中心は依然として
個人の業績・成果の評価を強化する点にあるこ
とが確認できる。以上の議論より，分析におけ
る成果主義指標は「成果主義の導入」と「成果
主義の進展」を利用する。
ところで，企業の成果主義の導入理由に従う
と，成果主義が及ぼす仕事パフォーマンスへの
効果はプラスになると予想される。しかし多く
の先行研究によると，成果主義とモチベーショ
ンの間には直接的な関係は希薄で，能力開発機
会の提供や評価における公平性の強化などの補
完的な制度整備と組み合わせないと効果が表れ
ないことが指摘されている 7 ）。つまりモチベー
ションを通じた仕事パフォーマンスへの影響も
当然，そうした結果と整合的になるものと考え
られる。それゆえ，ここでは「能力開発に対す
る企業の積極性」および「多忙による能力開発
機会の喪失」に対する従業員の認識の度合いを
能力開発機会の提供状況の代理指標とみなし，
それぞれ成果主義指標との交差項も説明変数と
して採用する。したがって直接的な成果主義の
効果は見られないかもしれないが，成果主義指
標との交差項において，企業の積極性はプラ
ス，機会の喪失はマイナスの効果が予想され
る。
最後に，従属変数は 2 節で説明した客観およ
び主観パフォーマンスの両指標を利用する。な
お前者は説明したとおり， 3 割を超える技術者
が成果なしであることから，そうした技術者と
成果を上げている技術者間にデータの切断が起
こっていると考えられる。それゆえトービット
モデルによる分析を行う。また後者は 4 段階の
順序による回答であることから，順序ロジット
モデルによる分析を実施する。
分析結果は表 4 に示した。まず各説明変数で
効果が見られたものをみていこう。能力指標で
は，知的能力と前向き性向が客観・主観の両パ
フォーマンスに対してプラスの効果を示した。
また管理者特性は客観指標のみ，協調的性向は
主観指標に対してのみプラスに寄与していた。
次に，機能的条件としての仕事環境の効果をみ
(319)
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(320)
表 4　技術者個人の仕事パフォーマンスの決定要因分析
注：推計はすべて，性別，年齢，学歴，採用形態，担当職務，職位，所属企業の個人属性を制御している。有意水準＊＊ 1 ％，＊5％。
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ると，主観パフォーマンスはすべての仕事環境
指標が，また客観パフォーマンスには仕事マッ
チングを除く指標がプラスの効果を示した。さ
らに成果主義の効果について，技術者の仕事パ
フォーマンスに対し，成果主義の導入および進
展は，ともに直接的な効果を示さなかった。ま
た能力開発機会との交差項も客観パフォーマン
スには影響を及ぼしていない。しかし主観パ
フォーマンスに対しては，企業の積極的な姿勢
は主観パフォーマンスを高めると同時に，成果
主義の進展している企業ほどその効果が高まる
との結果が得られた。また多忙による能力開発
機会の喪失は主観パフォーマンスを低下させて
いることが示唆される。
4 　まとめ
本稿は，近年の成果主義化の進展が技術者個
人の仕事パフォーマンスにどのような影響を与
えているのかを数量データによる実証分析に
よって検討してきた。以下，主な知見をまとめ
ると，まず個人の能力について，知的能力や前
向き性向は個人の仕事パフォーマンスの向上に
欠かせない要素である。また協調的性向は能力
発揮に対して効果を示し，チームやプロジェク
トなど組織的に技術開発を行う機会が増えつつ
ある今日，能力を発揮するには他者との協調の
重要性が高まっていると解釈できよう。また管
理者特性は客観指標に対して効果的であり，成
果主義の台頭にともない組織管理において成
果・業績を管理することも求められ，それゆえ
成果への拘りを高めるのかもしれない。また仕
事環境はいずれも仕事パフォーマンスを高める
ことが示された。このように能力開発や仕事環
境の整備は個人の仕事パフォーマンスを高める
ために重要であることが確認できた。
では成果主義はというと，先行研究の知見同
様，直接的な効果は示されなかったが，企業の
積極的な能力開発機会の提供が主観パフォーマ
ンスである能力発揮を高め，同時に成果主義が
進展している企業ほど，その効果が高まる。こ
の結果は，成果主義は直接的にモチベーション
(321)
付表　推計に利用した変数の基本統計
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を向上させないが能力開発機会の提供などの補
完的な制度整備によって効果を発揮することを
示した先行研究の結果と整合的である。つま
り，成果主義はモチベーションを通じて個人の
仕事パフォーマンスに影響を与えていることが
示唆される。
最後に本稿に残された数多くの課題のうち，
いくつかに触れておこう。まず本稿では成果主
義の効果を発揮させる補完的な制度や慣行とし
て能力開発機会の提供に関する情報を取り上げ
たが，仕事の権限や評価の公平性など，そのほ
かにも多くの制度・慣行が存在し，それらを含
めた包括的な検討が必要であろう。また企業に
とって成果主義の導入は個人のモチベーション
を高め，仕事パフォーマンスを向上させること
は当然想定しようが，さらにその先の企業パ
フォーマンスの向上まで視野にいれているもの
と思われる。つまりは成果主義が企業パフォー
マンスにまで影響を及ぼしているのかを検討す
る必要があろう 8 ）。すべては今後の課題であ
る。
注
＊　本稿は以下の科研費よりサポートを受けている。
基盤研究C「包括的な企業統治と賃金分配システ
ムの変容との関係についての実証的研究（課題番
号：20530371）」，基盤研究B「研究開発職のモチ
ベーションと創造性に影響を与える新たな人的資
源管理に関する研究（研究課題番号：20330089）」。
1 ）石田（2002），義村（2007）など。
2 ） 4 つの情報の統合指標は主成分分析によって抽出
した第一主成分スコアである。
3 ）このパフォーマンス関数は，ある種の個人の生産
関数を意味する。そこでは本来，労働投入量を変
数として加えるべきであるが，今回の調査では労
働投入量に相当する変数がないため考慮していな
い。この点は今後の課題として極めて重要である。
4 ）この契約理論に基づく労働意欲の決定モデルの導
出については，大竹・唐渡（2003）が詳細に説明
しており，本稿ではそれを参考にした。
5 ）独立変数に関する議論はいずれも宮本（2009）に
詳述されているため，ここでは簡単に説明するに
とどめる。
6 ）いずれも主成分スコアによって指標化されている。
7 ）守島（1999），玄田ほか（2001），大竹・唐渡（2003），
開本（2005）など。
8 ）この点については，Miyamoto and Higuchi（2008）
において検討されているが，量・質ともに十分に
議論されているとはいいがたい。
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